
EHS活動の目標と実績
東京エレクトロングループでは、EHS活動目標を設定し、グループ全体でEHS活動を推進しています。

E HS Report

EHS活動目標と2005年度実績
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要素開発にも環境配慮の視点を
取り入れていくことが必要です

2005年度は、環境・安全に対して以前より踏み込んだ活動が

できたと思います。

お客様からは環境・安全に対する要求も高まっており、これらの

配慮を進めることと質の高いEHS活動が事業を継続・成長させる

条件の一つになっていると感じています。

環境面での装置改善については、長期的視野に立ち、要素開

発段階からの取り組みが重要です。既に設計段階では環境や安

全への配慮を確認する仕組みがあり、全社的に開発・技術部隊

の意識も高まっていると認識しています。

安全面では、装置設計時には各国の安全規格に適合すること

を基にSEMIの安全ガイドラインを遵守しています。またトレーニン

グにおいては、高所作業や現場での実地訓練を含むチームリソー

スマネジメントという教育・訓練を導入しました。2005年度も重大

な事故は発生していませんが、2006年度も事故分析と再発防止

を徹底し教育・訓練にさらに力を入れていきます。

2006年度に入って、「環境に関する基本理念／方針」の改訂

を行いました。従来の抽象的な表現を具体的に変更し、取り組む

内容について明確にしました。今後は環境理念・方針に基づきロ

ードマップを作成し、取り組みを進めていきます。

東京エレクトロン株式会社
取締役兼常務執行役員

黒岩　健吾

私のエコライフ

山菜採りやキノコ採りが好きで、

今でも時間があれば実家近くの自

然の中へ出かけています。
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